
平成２６年度決算の概要 

 

市民の皆さんが納める税金や国・県からの補助金は、市民生活のためにさまざまな形で使われてい

ます。決算は、それらのお金が、皆さんの暮らしやまちづくりにどのように生かされたかをまとめた

ものです。今号では平成 26 年度の決算の概要をお知らせします。 

 

【一般会計】 

「一般会計」は、福祉・教育など市民生活全般に関わる基本的な事業を行う会計で、徳島市の会計

の中心となるものです。 

平成 26 年度の一般会計決算額は、歳入が９７２億３４１０万円、歳出が９４４億４３７０万円でし

た。翌年度へ繰り越す事業に充てる財源を差し引いた「実質収支」は、１３億１３４９万円の黒字で、

前年度の実質収支や財政調整基金への積み立てなどを除いた「実質単年度収支」では、８億６１３８

万円の黒字となりました。 

また、市の貯金である財政調整基金と減債基金残高は、平成 26 年度末で６３億８９８万円と、前年

度より２億７３０７万円増加しています。 

 

歳入 

歳入総額は、４２億５５４８万円増加しました。 

その主な要因は、株式等譲渡所得割交付金が４億９６８３万円減少した一方で、法人市民税の増に

より、市税が１５億４３２５万円増加し、臨時福祉給付金給付事業や子育て世帯臨時特例給付金給付

事業などに伴う国庫支出金が８億６４６万円増加、消費税率引き上げにより地方消費税交付金が５億

９８万円増加したことなどによるものです。 

歳出 

歳出総額は、３１億２７６５万円増加しました。 

その主な要因は、退職手当などの減により総務費が４億９６７７万円減少し、街路事業などの減に

より土木費が５億６１７９万円減少した一方で、臨時福祉給付金給付事業や地域密着型介護老人福祉

施設整備費補助などの増により、民生費が２２億９７９３万円増加し、沖洲小学校増改築事業などの

増により、教育費が１０億８９８１万円増加したことなどによるものです。 

 

 

 

 

（　）は構成比

一般会計決算額



【特別会計・企業会計】 

一般会計とは別に、保険料など特定の収入を財源として特定の事業を行う場合に経理を明確にする

ため設置している「特別会計」と、地方公営企業法に基づいて経営する水道事業やバス事業などの「企

業会計」があります。 

 

特別会計の決算 

特別会計全体の歳入総額は６０６億２１７７万円、歳出総額は５９７億７５１４万円、歳入歳出差

引額は８億４６６３万円の黒字となりました。これは、国民健康保険事業や介護保険事業などの黒字

によるものです。 

企業会計の決算 

総収益は１６６億８２９９万円、総費用は２００億４４４９万円、差し引き３３億６１５０万円の

赤字となりました。 

これは、地方公営企業会計基準の見直しのため、平成２３年度に地方公営企業法施行令などが改正

され、平成２６年度から改定内容が適用となったことによるものです。主な改正内容は、退職給付引

当金の計上が義務化されたことなどです。 

 

 

表１　一般会計・特別会計決算額

歳入 歳出 歳入歳出差引額

９７２億３，４１０万円 ９４４億４，３７０万円
２７億９，０４０万円

(１４億７，６９１万円)

国民健康保険事業 ２６９億４，８９７万円 ２６７億２，０９７万円 ２億２，８００万円

食肉センター事業 １億１，８８３万円 １億１，８８３万円

下水道事業 ６５億５，３３６万円 ６４億５，６２６万円
９，７１０万円

(１，８４５万円)

奨学事業 ２，１９７万円 １，８３７万円 ３６０万円

土地取得事業 ９億５５７万円 ９億５５７万円

住宅新築資金等貸付事業 １，４１７万円 １，４１７万円

介護保険事業 ２２８億６，８９３万円 ２２４億７，４１９万円 ３億９，４７４万円

後期高齢者医療事業 ３１億８，９９７万円 ３０億６，６７８万円 １億２，３１９万円

※注　歳入歳出差引額欄の（　）は、翌年度へ繰り越す事業に充てる財源

特別会計

区分

一般会計

表２　企業会計決算額

区分 総収益 総費用 純利益（△純損失）

中央卸売市場事業 ５億１，２５３万円 ５億４，６９９万円 △３，４４６万円

商業観光施設事業 ２億８，８６６万円 １億９，１５２万円 ９，７１４万円

水道事業 ５１億９４９万円 ５５億４，２５６万円 △４億３，３０７万円

旅客自動車運送事業 ７億８，０６７万円 １２億６，５２１万円 △４億８，４５４万円

市民病院事業 ９９億９，１６４万円 １２４億９，８２１万円 △２５億６５７万円


